
探索の結果、所有者が不明

所有者不明土地に関する課題について

所有者が判明し、利用開始

現行制度を活用して利用

→現行制度（収用）の適用にあ
たって、手続きが負担となる
ケースが存在

利用意向があっても
利用されない

→現行制度（収用）の適用が困
難なケースが存在

相続時に登記がされない等
の理由で不動産登記簿等の
所有者台帳から所有者が直
ちに判明しない

探索に時間・費用を過大に要す
るケースが存在

利用意向の
ある者が
いる場合

長期間管理されず荒廃
するケースも存在

登記簿等の所有者台帳
と実態の乖離

利用意向の
ある者が
いない場合

人口減少など土地利用の前提の変化を
踏まえた上で

○所有者不明土地の発生を予防する仕
組み

○放棄された土地の管理責任の所在等、
土地所有のあり方

等について抜本的な検討を行う必要

明示的な反対者はいないにもかかわらず、利用するために多大なコストを
要するといった所有者不明土地の現況、特性を踏まえた対応として

等について速やかに検討していく必要

探索の範囲が負担

→海外移住者、氏名の表示が
ない共有者など、探索に時間・
費用を過大に要するケースが
存在

情報源の制約

→有益な所有者情報にアクセ
スできず、探索が非効率にな
るケースが存在

所有者の探索

○探索の結果、所有者が不明な土地
を円滑に利用する仕組み
・現行制度（収用）の簡素化・円滑化
・現行制度（収用）の対象とならない
公共的事業への対応

○所有者の探索を円滑化
する仕組み
・合理的な探索の範囲
・有益な所有者情報への
アクセス
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